
 

（様式１－１） 
 

  平成 24年 1月 31日 
 

内閣総理大臣 野田 佳彦 殿 
 
                      宮城県知事 村 井 嘉 浩 

白石市長 風 間 康 静   
 
 

復興交付金事業計画の提出について 
 
 
東日本大震災特別区域法第 78条第１項の規定に基づき、復興交付金事業計画

を提出します。 



 

 
復興交付金事業計画 

 
計画名称 
白石市東日本大震災復興交付金計画 
 

計画策定主体 
宮城県・白石市 

 
計画期間 
平成 23年度～平成 27年度 

 
計画区域 
  白石市白川内親地区、郡山字虎子沢山地区、緑が丘地区 
※計画区域、区域の現況及び事業を実施する場所がわかる図面を添付してください。 
計画区域における震災による被害の状況 
宮城県白石市は 3月 11日の本震で震度６弱、4月 7日の最大余震では震度５弱を記録。 
●ライフラインの被害状況  電気・電話は、３月 11日市内全域 13,918世帯が停電・不
通（全域復旧３月 24日）。水道は ３月 11日市内世帯の約６割、8,000世帯が断水し、４
月７日の余震でも 300世帯が断水（全域復旧４月 12日）。下水道については水道復旧に伴
い順次復旧したが、依然として節水・トイレットペーパーの使用制限が続いている。 
●人的被害  死者４名  負傷者 20名 
●住家被害  全壊 48世帯、大規模半壊 85世帯、半壊 495世帯、一部損壊 2,101世帯 

  （市内全域にわたり被害を受け、震災時の世帯数13,918世帯に比して19.6％の世帯が被災。） 
＊建物倒壊・余震への不安等から最大（３月 13日）で 23箇所の避難所に 1,910名が避難。
現在は全避難所を閉鎖しているが、地滑り・法面崩落により 6世帯 15人に避難指示・10
世帯 31人に避難指示発令中。仮設住宅は設置していないが、現在民間賃貸住宅の借上制
度で 253世帯 754人、雇用促進住宅への避難入居で 53世帯 171人が仮住まいを強いられ
ている（さらに全国避難者情報ｼｽﾃﾑによれば 78名が市外に避難）。 
●公共施設の被害状況  すべての小中学校、幼稚園、保育園が何らかの被害を受けたの

を始め、ほとんどの公共施設が被害を受けている。市道も市内至る所で陥没・沈下・亀裂

等により寸断し、ため池等の農業用施設や上下水道施設にも甚大な被害を及ぼしている。 
●福島第一原子力発電所事故の影響  白石市は福島第一原子力発電所から７０㎞前後

に所在し、福島県境に位置する南部地域を中心にやや高い放射線量を計測しており、市民

の健康に対する不安や農産物の安全性に対する不安が高まっている。国の「汚染状況重点

調査区域」にも指定され、今後中長期にわたる除染やモニタリング体制強化、健康診査等

に対する対応が必要である。 
【郡山虎子沢山地区】全２２戸中、全壊２・大規模半壊１・半壊６・一部損壊７戸 
 地区内で多数の土留め擁壁崩壊、道路の亀裂あり 
【緑が丘地区】 全５２戸中、全壊１，半壊２，一部損壊９戸 
 地区内に液状化による変位、道路の亀裂あり 
 
 

 
 



 

震災の被害からの復興に関する目標 
 
白石市は被災者の一日も早い生活の再生と地域産業の再建を図り、早期に震災前の活力を

回復させ、市民が安全で快適に過ごせるまちづくりを推進するため、以下の目標を掲げる 
 
 
① 「市民生活の再生」～被災者の生活再生支援・基盤整備～ 
被災者の居住環境基盤の再生支援を図り、定住人口の維持・回復を目指す。 
・造成宅地滑動崩落緊急対策事業 

 
②「産業・経済の再生」～産業経済の再生復興・交流の活性化～ 
  雇用の場の維持・確保や農業生産額の回復・販売促進を図り、地域の産業経済の再生  

復興と地域間交流の活性化を目指す。 
・被災地域農業振興支援総合事業（被災農業者受け入れのための園芸施設） 
 
③「防災のまちづくり」～安全・安心の災害に強い地域づくり～ 
 「防災まちづくり計画」の策定、道路の防災・震災対策、公共下水道の耐震化対策等に

より地域活力の早期回復、災害に強いまちづくりへの再生を図る。 
 
以上の取り組みにより、震災前に比較して農産物の販売促進、交流人口（観光客入込数等）

の増加や雇用の維持・確保等を図り、定住人口の維持・回復を目標とする。 
 
 
 
 
 
 
 

対象事業の詳細 様式１－２、１－３、１－４、１－５ 
 
基金設置の有無・基金設置の時期 
有 （基金設置主体：宮城県・白石市       ）／ 無（           ） 
（基金設置の時期： 平成２４年３月） 

※該当を  で囲んで下さい 
復興ビジョン、復興計画、復興プラン等 別紙※ 
※特定市町村又は特定都道県が独自に、域内の復興に関する構想、そのために必要となる

施策等を取りまとめた文書を作成している場合には、その文書を添付してください。 
 

 

 

 

 



 

（様式１－３②）白石市復興交付金事業計画  

復興交付金事業等（宮城県交付分）個票      平成 24 年１月時点            

※本様式は１－２②に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. １ 事業名 被災地域農業復興支援総合事業（園芸施設等整備） 

事業番号 C-4-1 事業実施主体 白石市 

交付期間 平成２３年度 総交付対象事業費 ３９４，１６１（千円） 

事業概要 

沿岸部で全てを失った農業者（宮城県名取市北釜地区）を受け入れ、園芸施設や資機材、付帯設

備並びに農業用機械の整備を行い、作物の転換を図りながら組織的な営農を行うことで、放射能

による風評被害で打撃を受けている地域農業の復興を目指す。なお、施設整備に当たり地権者・

水田耕作者等からの内諾を得ている。 

 ハウス圃場整備工事（畦畔除去、盛土、整地等）    １０，０００千円① 

ハウス整備 ２００棟（白川） ６３万円×２００棟＝１２６，０００千円② 

 集出荷施設      １棟                      ２００，０００千円③ 

 橋整備工事（圃場に入る唯一の橋）           ２，０００千円④  

トラクター      ２台              ７，０００千円⑤ 

 コンバイン（汎用）  １台（なたね・そば・大豆用）   ７，０００千円⑥ 

 ハウス遮光材  ７万円×２００棟＝         １４，０００千円⑦  

  防虫ネット  ３．５万円×２００棟＝          ７，０００千円⑧ 

  上記計                                          ３７３，０００千円⑨ 

 実施設計費 ⑨×３．５％                           １３，０５５千円⑩ 

 県附帯事務費 （⑨＋⑩）×１．７％                  ６，５６２千円⑪ 

 市附帯事務費 （⑨＋⑩）×０．４％                  １，５４４千円⑫ 

 合計 ⑨＋⑩＋⑪＋⑫               ３９４，１６１千円  

【参照】白石市東日本大震災復興計画Ｐ１１（農産物の販売促進）、白石市農業復興プランＰ５・６（沿岸部被災農家の営農再

開に向けた支援・福島第一原子力発電所事故による影響への対応） 

東日本大震災の被害との関係 

津波ですべてを失った農業者（宮城県名取市北釜地区）を受け入れ、園芸施設と付帯設備並びに

農業用機械の整備を行い、作物の転換を図りながら組織的な営農を行うことで、放射能による風

評被害で打撃を受けている地域農業の復興を目指す。 

関連する災害復旧事業の概要 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

直接交付先  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 

 



 

（様式１－３②） 

白石市復興交付金事業計画 復興交付金事業等（宮城県交付分）個票 

平成 24年１月時点 

※本様式は１－２②に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ２ 事業名 被災地域農業復興支援総合事業（園芸施設用水確保事業） 

事業番号 C-4-2 事業実施主体 白石市 

交付期間 平成２３年度 総交付対象事業費 ７９，７８２（千円） 

事業概要 

C-4-1 事業で整備する園芸施設の作付場所が水不足のため、遠方から水を引くためのポンプ整備と

地下水を利用するための井戸の整備が必要となっている。 

 用水路引き込みポンプ整備              １０，０００千円① 

 地下ボウリング費用 ５万円×１００ｍ×３カ所＝   １５，０００千円② 

  配管設備工事 ２万円×１０００ｍ＝         ２０，０００千円③ 

  井戸水ポンプ整備 １５０万円×３カ所＝        ４，５００千円④ 

  加圧ポンプ整備  ２５０万円×３カ所＝        ７，５００千円⑤ 

  ５０ｔタンク   ４００万円×３基＝        １２，０００千円⑥ 

 育苗ハウスシャワー設備 １００万円×２棟       ２，０００千円⑦ 

 ポンプ用配電設備                   ４，５００千円⑧ 

  上記計                      ７５，５００千円⑨ 

実施設計費 ⑩×３．５％                             ２，６４２千円⑩ 

 県附帯事務費 （⑨＋⑩）×１．７％                  １，３２８千円⑪ 

 市附帯事務費 （⑨＋⑩）×０．４％                    ３１２千円⑫ 

 合計 ⑨＋⑩＋⑪＋⑫                ７９，７８２千円 

 

【参照】白石市東日本大震災復興計画Ｐ１１（農産物の販売促進）、白石市農業復興プランＰ５・６（沿岸部被災農家の営農再

開に向けた支援・福島第一原子力発電所事故による影響への対応） 

東日本大震災の被害との関係 

C-4-1 事業は、津波ですべてを失った農業者（宮城県名取市北釜地区）を受け入れての園芸施設等

整備であるが、園芸施設の作付け場所が水不足のため、遠方から水を引くためのポンプ整備と地

下水を利用するための井戸の整備が必要となっている。 

 

 

 

 

 

関連する災害復旧事業の概要 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

直接交付先  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３②） 

白石市復興交付金事業計画 復興交付金事業等（宮城県交付分）個票 

平成 24年１月時点 

※本様式は１－２②に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ３ 事業名 農作業及び作物集荷用車両整備 

事業番号 C-4-① 事業実施主体 白石市 

交付期間 平成２３年度 総交付対象事業費 １０，５００（千円） 

事業概要 

C-4-1 事業の農業者である宮城県名取市北釜地区の農業者は、津波により車両を全て失っているこ

とから、７ｈａの耕地における作業・集荷に対応するための車両整備を行う。整備車両は、被災

農家で構成する事業体に貸与することを想定している。 

     軽トラック ７台 １５０万円×７台＝     １０，５００千円 

・目的外使用の制限について・・・市と貸借者との間で利用に関する契約を締結し、被災地域農業復興支援

総合事業以外の用途に使用しない旨を規定し、目的外使用の制限を行います。 

・軽トラック台数について・・・１ｈａにハウスを約３０棟設置し、そこを１組２人・１台体制で管理（たい肥・肥料の

運搬､管理機の搬入、間引き等の中間作業、収穫作業や残渣廃棄等で活用）するという事業形態を想定し

ています。チンゲンサイは間断なく年間５回の栽培サイクルがあり、年間を通して業務量・効率的におおむね３０

棟・１ｈａ当たり１台が必要で、他の組との共用使用は困難です。 

【参照】白石市東日本大震災復興計画Ｐ１１（農産物の販売促進）、白石市農業復興プランＰ５・６（沿岸部被災農家の営農再

開に向けた支援・福島第一原子力発電所事故による影響への対応） 

東日本大震災の被害との関係 

津波ですべてを失った農業者（宮城県名取市北釜地区）を受け入れての園芸施設等整備にあたり、

農業者は津波により作業・集荷用車両をすべて失っていることから、７ヘクタールの耕地におけ

る作業・集荷に対応するための車両整備を行うものである。 

 

 

関連する災害復旧事業の概要 

 

 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 C-4-1 

事業名 被災地域農業復興支援総合事業（園芸施設等整備） 

直接交付先 宮城県 

基幹事業との関連性 

津波で被災を受けた沿岸部において大規模園芸を営んでいた農家から農業再開の意向があり、基

幹事業により園芸施設を整備する計画であるが、津波のため作業・集荷用車両がすべて失われて

おり、作業の効率化等を支援し、園芸施設整備の効果を促進するため車両整備支援を行うもので

ある。 

（様式１－３②） 



 

白石市復興交付金事業計画 復興交付金事業等（宮城県交付分）個票                          

平成 24 年１月時点 

※本様式は１－２②に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ４ 事業名 沿岸部被災者通所支援事業 

事業番号 C-4-② 事業実施主体 白石市 

交付期間 平成 23 年度 総交付対象事業費 ３１，０５０（千円） 

事業概要 

C-4-1 事業の農業者である宮城県名取市北釜地区の農業者は、名取市からの通所により農業を再開

する意向であり、農業者の通所負担軽減をはかるため、農作業時における被災者の休憩施設を整

備する。 

被災農家休憩施設 １棟            ３０，０００千円  

      実施設計費                                      １，０５０千円 

                                            合計    ３１，０５０千円 

【参照】白石市東日本大震災復興計画Ｐ１１（農産物の販売促進）、白石市農業復興プランＰ５・６（沿岸部被災農家の営農再

開に向けた支援・福島第一原子力発電所事故による影響への対応） 

東日本大震災の被害との関係 

津波で被災を受けた沿岸部において大規模園芸を営んでいた農家から、通所での事業再開の意向

があり基幹事業で園芸施設を整備する計画であるが、農業者の肉体的・精神的負担軽減をはかる

ため、被災農業者が利用する休憩施設を整備する。 

 

 

 

 

 

関連する災害復旧事業の概要 

 

 

 

 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号 C-4-1 

事業名 被災地域農業復興支援総合事業（園芸施設等整備） 

直接交付先 宮城県 

基幹事業との関連性 

津波で被災を受けた沿岸部において大規模園芸を営んでいた農家から農業再開の意向があり、基

幹事業により園芸施設を整備する計画であるが、現状においては名取市からの通所による営農と

なるため肉体的・精神的な負担が大きく、作業の効率化・営農者の等を支援し、園芸施設整備の

効果を促進するため休憩施設の整備を行うものである。 

（様式１－３①） 



 

白石市復興交付金事業計画 復興交付金事業等（白石市交付分）個票 

平成 24年１月時点 

※本様式は１－２①に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. １ 事業名 造成宅地滑動崩落緊急対策事業（虎子沢山） 

事業番号 D-14-1 事業実施主体 白石市 

交付期間 平成 24 年度～平成 25 年度 総交付対象事業費 ４１，２００（千円） 

事業概要 

滑動崩落を防止するため、杭工、横ボーリング工を施工し宅地地盤の安定を図る。 

対象区域の面積：３，５００㎡ 

幅 W=５０ｍ 

杭工 L=１０m ２ｍピッチ２段 N=５０本 

横ボーリング工 L=５０m ４ｍピッチ N＝１２本 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

東日本大震災の被害との関係 

 

東日本大震災で滑動崩落が発生した造成宅地（虎子沢山地区・グリーンタウン白石）において災

害対策を推進することにより、国道１１３号をはじめとした公共施設への被害発生を防止すると

ともに、災害の再発防止を図る。 

 

【虎子沢山地区の被害状況】：全２２戸中、全壊２・大規模半壊１・半壊６・一部損壊７戸 

 地区内で多数の土留め擁壁崩壊、道路の亀裂あり。 

 

 

関連する災害復旧事業の概要 

 

 

 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

直接交付先  

基幹事業との関連性 

 

 

 



 

（様式１－３①） 

白石市復興交付金事業計画 復興交付金事業等（白石市交付分）個票 

平成 24年１月時点 

※本様式は１－２①に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ２ 事業名 造成宅地滑動崩落緊急対策事業（緑が丘） 

事業番号 D-14-2 事業実施主体 白石市 

交付期間 平成 24 年度～平成 25 年度 総交付対象事業費 ３８９，０００（千円） 

事業概要 

滑動崩落を防止するため、杭工、横ボーリング工を施工し宅地地盤の安定を図る。 

対象区域の面積：５０，９００㎡ 

幅 W=２６０ｍ 

杭工 L=２５m ２ｍピッチ２段 N=２６０本 

横ボーリング工 L=５０m ４ｍピッチ N＝６５本 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

東日本大震災の被害との関係 

東日本大震災で滑動崩落が発生した造成宅地（緑が丘地区）において災害対策を推進することに

より東北新幹線をはじめとした公共施設への被害の発生を防止するとともに災害の再発防止を図

る。 

 

【緑が丘地区の被害状況】：全５２戸中、全壊１・半壊２・一部損壊９戸 

 地区内で液状化による変位、道路の亀裂あり。 

 

 

関連する災害復旧事業の概要 

 

 

 

 

 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

直接交付先  

基幹事業との関連性 

 



 

 

 

 

 

 



 

 



平成２４年１月時点
（単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

うち、特定市町
村又は特定都
道県以外の者
が負担する額を
減じた額

1 ○
Ｄ－１４－１ 造成宅地滑動崩落緊急対策

事業（虎子沢山）
郡山字虎子
沢山地区

白石市
平成24年度
～平成25年
度

41,200 41,200 9,000 32,200
平成24年度～
平成25年度

41,200

2 ○
Ｄ－１４－２ 造成宅地滑動崩落緊急対策

事業（緑が丘）
緑が丘地区 白石市

平成24年度
～平成25年
度

389,000 389,000 25,000 364,000
平成24年度～
平成25年度

389,000

合 計 430,200 430,200 0 34,000 396,200
　　　　　うち基幹事業 430,200

　　　　　うち効果促進事業等 0

宮城県

白石市

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「事業期間」は、平成２７年度以降に実施することが見込まれる事業については、平成２７年度以降も含めて記載をする。

（注）「総事業費」は、「事業期間」を通じての全ての事業費を記載する。

（注）「総交付対象事業費」は、「交付期間」を通じての全ての事業費を記載する。

（注）「各年度の交付対象事業費」は、過年度については、実績額を記載し、未到来年度については、見込み額を記載する。なお、基金を造成して事業を実施する場合には、各年度に基金を取り崩して実施する事業費（実績額・見込み額）を記載する。

（様式１－２①）

白石市復興交付金事業計画　復興交付金事業等（白石市交付分）

No.

事業の種類

事業番号 事業名
（市町村名）
地区名
施設名

事業
実施
主体

交付期間
総交付対象
事業費

担当者氏名 日下　忠績
市町村名 メールアドレス fukkou@city.shiroishi.miyagi.jp

都道県名 担当部局名

電話番号

総務部復興対策室

０２２４－２２－１５６１

事業期間 総事業費 備　考

各年度の交付対象事業費

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度



平成２４年１月時点
（単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

うち、特定市町
村又は特定都
道県以外の者
が負担する額を
減じた額

1 ○
Ｃ－４－１ 被災地域農業復興支援総

合事業（園芸施設等整備）
白川内親地
区

白石市 平成２３年度 394,161 394,161 394,161 平成２３年度 394,161

2 ○
Ｃ－４－２ 被災地域農業復興支援総合

事業（園芸施設用水確保事
業）

白川内親地
区

白石市 平成２３年度 79,782 79,782 79,782 平成２３年度 79,782

3 ○
Ｃ－４－① 農作業及び作物集荷用車

両整備事業
白川内親地
区

白石市 平成２３年度 10,500 10,500 10,500 平成２３年度 10,500

4 ○
Ｃ－４－② 沿岸部被災者通所支援事

業
白川内親地
区

白石市 平成２３年度 31,050 31,050 31,050 平成２３年度 31,050

合 計 515,493 515,493
　　　　　うち基幹事業 473,943

　　　　　うち効果促進事業等 41,550

宮城県

白石市

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「事業期間」は、平成２７年度以降に実施することが見込まれる事業については、平成２７年度以降も含めて記載をする。

（注）「総事業費」は、「事業期間」を通じての全ての事業費を記載する。

（注）「総交付対象事業費」は、「交付期間」を通じての全ての事業費を記載する。

（注）「各年度の交付対象事業費」は、過年度については、実績額を記載し、未到来年度については、見込み額を記載する。なお、基金を造成して事業を実施する場合には、各年度に基金を取り崩して実施する事業費（実績額・見込み額）を記載する。

平成27年度平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

（様式１－２②）

総交付対象
事業費

No. 事業番号 事業名
（市町村名）
地区名
施設名

事業
実施
主体

事業の種類

白石市復興交付金事業計画　復興交付金事業等（宮城県交付分）

備　考

fukkou@city.shiroishi.miyagi.jp

事業期間 総事業費

都道県名 担当部局名 白石市総務部復興対策室 担当者氏名 日下　忠績

交付期間

各年度の交付対象事業費

市町村名 電話番号 ０２２４－２２－１５６１ メールアドレス



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負
担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○

Ｄ－１４
－１

造成宅地滑動崩落
緊急対策事業（虎子
沢山）

郡山字虎
子沢山地
区

白石
市

事業実施に向けた測量調査を実施
1/2 9,000 9,000 6,750

2 ○
Ｄ－１４
－２

造成宅地滑動崩落
緊急対策事業（緑が
丘）

緑が丘地
区

白石
市

事業実施に向けた測量調査を実施
1/2 25,000 25,000 18,750

合計額 34,000 34,000

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

０２２４－２２－１５６１

（様式１－４①）

白石市復興交付金事業計画　平成24年度　復興交付金事業等（白石市交付分）

省庁名：国土交通省 平成２４年１月時点

No.

事業の種類

事業番号 事業名
（市町村名）
地区名
施設名

事業
実施
主体

当該年度の
事業概要

基本
国費率
（a）

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

備　考

fukkou@city.shiroishi.miyagi.jp

都道県名 宮城県 担当部局名 総務部復興対策室 日下　忠績

市町村名 白石市 電話番号





※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が負
担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○
Ｃ－４
－１

被災地域農業復興支援
総合事業（園芸施設等
整備）

白川内親
地区

白石
市

園芸施設、資機材、附帯設備並びに農業用機械の整備
1/2 394,161 394,161 295,620

2 ○
Ｃ－４
－２

被災地域農業復興支援
総合事業（園芸施設用
水確保事業）

白川内親
地区

白石
市

不足している園芸施設の用水の確保
1/2 79,782 79,782 59,836

3 ○
Ｃ－４
－①

農作業及び作物集荷用
車両整備事業

白川内親
地区

白石
市

作業・集荷に対応するための車両整備
4/5 10,500 10,500 8,400

4 ○
Ｃ－４
－②

沿岸部被災者通所支援
事業

白川内親
地区

白石
市

農作業時における被災者の休憩施設整備
4/5 31,050 31,050 24,840

合計額 515,493 515,493

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（市町村名）
地区名
施設名

事業
実施
主体

（様式１－４②）

白石市復興交付金事業計画　平成２３年度　復興交付金事業等（宮城県交付分）

省庁名：農林水産省 平成２４年１月時点

備　考

都道県名 宮城県 担当部局名 白石市総務部復興対策室 日下　忠績

No.

事業の種類

事業番号 事業名
当該年度の
事業概要

基本
国費率
（a）

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

市町村名 白石市 電話番号 ０２２４－２２－１５６１ fukkou@city.shiroishi.miyagi.jp





（様式１－５）

白石市交付分 平成２４年１月時点

（単位：千円）

 平成23年度  平成24年度  平成25年度 平成26年度 平成27年度

文部科学省所管事業

（　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

厚生労働省所管事業

（　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

農林水産省所管事業

（             ） （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

国土交通省所管事業 430,200 430,200 322,650 25,500                   297,150                 

（　　　　　　） （            ） （           ） （　　　　　　） （　　　　　　）

環境省所管事業

（　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

合　計 430,200 ① 430,200 ② 0 322,650 25,500                   297,150                 

0.00%

都道県名 宮城県 担当者氏名

市町村名 白石市 メールアドレス

宮城県交付分 平成２４年１月時点
（単位：千円）

 平成23年度  平成24年度  平成25年度 平成26年度 平成27年度

文部科学省所管事業

（　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

厚生労働省所管事業

（　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

農林水産省所管事業

515,493 473,943 41,550 388,696 388,696 0 0 0 0

国土交通省所管事業

（　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

環境省所管事業

（　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

合　計 515,493 ③ 473,943 ④ 41,550 388,696 388,696 0 0 0 0

都道県名 宮城県 担当者氏名

市町村名 白石市 メールアドレス

白石市復興交付金事業計画　復興交付金事業等総括表　

備　考
各年度の交付対象事業費のうち交付金額（＊）

総交付対象事業費
前年度末
における
基金残高

総交付対象事業費のうち
特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額

基幹事業

（注）基金を造成して事業を実施する場合には、（＊）の欄には、過年度については、基金の取崩額を、未到来年度については、見込額を、（　）内については実際に交付された交付金額を記載する。

（注）基金を造成して事業を実施する場合は、「前年度末における基金残高」を記載する。

（注）「総交付対象事業費」「総交付対象事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額」「総交付金交付額」は計画期間全体を通した額を記載する。

⑤復興交付金事業計画に記載されたすべての基幹事業費のうち、特定市町
村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額（①＋③）

⑥復興交付金事業計画に記載されたすべての効果促進事業等のうち、
特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額（②＋
④）

制度要綱第２の２の４）の②を適用する場合

（注）「各年度の交付対象事業費のうち交付金額」は、過年度については、実績額を記載し、未到来年度については、見込み額を記載する。

各年度の交付対象事業費のうち交付金額（＊）
備考総交付対象事業費

効果促進事業等

前年度末
における
基金残高

総交付対象事業費のうち
特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額

基幹事業

効果促進事業等の比率
⑥/⑤（≦35％）

④/③（≦35％） 8.77%

総交付金
交付額

日下忠績
fukkou@city.shiroishi.miyagi.jp

総交付金
交付額

担当部局名

電話番号

白石市総務部復興対策室

０２２４－２２－１５６１

効果促進事業等

②/①（≦35％）

担当部局名 白石市総務部復興対策室 日下忠績

電話番号 ０２２４－２２－１５６１ fukkou@city.shiroishi.miyagi.jp



県
立
白
石
工
業
高
等
学
校

中央公民館

石第二小学校

。

東中学校

主 要 地 方 道 白 石 丸 森 線

主
要

地
方

道

丸 森 線白 石

東

北

新

幹

線

白石駅

白
石
蔵
王
駅

鷹巣

鷹巣

大鷹沢鷹巣

仙南最終処分場

斎藤

橋本整形

ごとう

高橋歯科医院

柴原会

浅野眼科

高沢歯科

清原歯科

梅津内科

小野歯科

かおる

引地泌尿器科

城東コミュニティ
勤労者体育

事務組合仙南最終処分場

白石駅前

郵便局

内科クリニック

歯科医院

医院

医院

医院

医院

外科医院

観音崎児童

生活援助センター

ひかり幼稚園

産婦人科医院

歯科医院

柴原医院

第２集会所

医院

寿山第３公園

仙南地域広域行政事務組合

白石陽光園地域

白石工業高等学校

公園

市営住宅

自治会館本郷

鷹巣第２住宅

市営住宅（緑が丘住宅）

鷹巣第２住宅

白石今野病院

緑が丘第２

緑が丘

松ヶ丘

萩ヶ丘公園

大鷹沢第十二区

白石斎苑

寿山第４住宅

市営住宅（郡山団地）

寿山第２公園

古墳公園

郡山幼児遊園

本郷第一会館

上郡山自治会

東保育園

鷹巣地区

桜田住宅

鷹巣特定公共賃貸住宅

旭町第２公園

鷹巣第３公園

緑ケ丘テニスコート

旭町第１公園

駅前広場

東中学校

第一区集会所

文化体育活動センター（ホワイトキューブ）

白石蔵王駅

寿山第一住宅
寿山公園

中央公園

白石東簡易

交番

ハローワーク白石

白石駅前

寿山集会所

学校法人風間学園

中央公民館

白石駅

観光

東町第２公園

東町第１公園

田中自治会館

センター

白石市第二児童館

センター

（弥宜内アパート）

集会所

第１公園

集会所

郵便局

案内所

コミュニティー
センター

公園

幼児遊園

鷹巣第２公園

鷹巣第１公園

鷹巣第７
公園

かたらいの水辺公園

東町第４
公園

東町第５
公園

東町第３公園

鷹巣第５公園

鷹巣第４公園

鷹巣第６公園

1/10000



郡山

小下倉

白石地区

鷹巣

大鷹沢鷹巣

白川犬卒都婆

白川小奥

白川津田

白川内親

1/25000
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